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県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 513,350 18.3%

2 420,000 15.0%

3 100,000 3.6%

4 100,000 3.6%

5 100,000 3.6%

その他 1,566,650 56.0%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成29年度平成30年度 令和1年度

362,423 373,713 361,298

86.9% 86.2% 85.9%

54,707 59,803 59,094

13.1% 13.8% 14.1%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 417,131 433,516 420,392

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

事業３

令和２年７月１日現在

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

つくば市千現２－１－６

三井物産株式会社

tci@tsukuba-tci.co.jp

代表取締役社長　斎田　陽介（常勤）

ホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

施設提供事業

64団体

茨城県

2,800,000

株式会社日本政策投資銀行

株式会社つくば研究支援センター

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

   研究開発型企業・ベンチャー企業・地域中小企業
等に事務室・研究室を提供するとともに、技術系ベ
ンチャー企業の創業や、大学・研究機関等との共同
研究、販路開拓等の支援を通じて、これら企業の成
長・発展を促進する。

　 つくばの研究情報の提供や各種セミナーの開催、
展示会等への参加、国の競争的資金確保による共
同研究の促進等を通じ、産学官連携による新事業
創出を支援する。

その他
事　業

○
全体割合

指定管理者

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業1～3以外

事業１

産学官連携事業

　 弊社は、筑波研究学園都市に立地するという強みを最大限に発揮し、設立以来、産官学連携のもと、つくば
発ベンチャーの育成、地域中小企業の技術力、開発力向上や販路開拓等を支援してまいりました。
　 今後も茨城県、つくば市、地域の研究機関や大学、民間企業との連携を強化するとともに、産業支援機関と
して機能の充実・強化を図り、地域経済の発展に貢献してまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年２月　　代表取締役社長　斎田　陽介

株式会社つくば研究支援センター

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容

株式会社常陽銀行

事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

産業戦略部産業政策課

０２９－８５８－６０００

https://www.tsukuba-tci.co.jp/

   筑波研究学園都市の科学技術の集積を最大限に活かし、産学官連携のもとで研究開発支援や新産業・新事業
の創出・育成を通して地域の活性化に貢献する。

昭和63年2月2日

清水建設株式会社

出資比率
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企業会計用
[経営状況] 株式会社つくば研究支援センター (単位：千円）　

増減数
売上高 △ 13,124
売上原価 4,687

売上総損益金額 △ 17,811
販売費及び一般管理費 △ 4,645
うち役員人件費(原価計上分含む) 871
うち職員人件費(原価計上分含む) △ 6,250

営業損益金額 △ 13,166
営業外収益 △ 1,893
営業外費用 3

△ 15,062
0

△ 3,893
△ 3,564
△ 7,605

39,667
33,590
6,077

0
△ 2,060
△ 4,812

0
2,752

0
41,726

0
41,726

その他 0
補助金 0
委託料 5,442

0
0

合　　　計 5,442
財政的関与の割合（％） 1.7

0
0

合　　　計 0

増減P
△ 0.6
△ 0.5
△ 0.3
△ 0.0
△ 3.0

55.1
△ 0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

4 0 1 4 0 1 4 0 1 0
12 1 1 12 1 1 12 1 1 0

計 16 1 2 16 1 2 16 1 2 0
管理職 6 0 0 4 0 0 4 0 0 0
一般職 2 0 0 3 0 0 3 0 0 0

4 7 6 △ 1
計 12 0 0 14 0 0 13 0 0 △ 1

14.6 千円
年

千円

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

3,763

特別利益

当期純損益金額

負債

流動資産

貸
借
対
照
表

平成29年度

133,467
81,067

1,698

34,969

0

813,179

40,000

損
益
の
状
況

417,131

経常損益金額

特別損失

134,816
0

総資産回転率

販売管理費比率

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

資産

繰延資産

固定負債

流動負債

人件費／売上高

売上高／総資産

主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

固定資産

利益剰余金

純資産

借入金残高（期末）

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

経常利益／売上高

当
期

借入金残高／総資本　

売上高経常利益率

借入金比率

役員

　

常勤理事・監事
７月１日現在の人数

プロパー職
員平均勤続

年数

流動資産／流動負債　流動比率

109,336

資本金
290,100

0

40,000

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

人件費比率

160,344

54,069

54,069

19.6%

0

～20代 30代 40代

0 2 2 3

50代 60代

12.5% 17.7%
0.1

743.7% 712.0%

25.1%

1.3%
0.1

平成30年

767.0%
1.2%

3,090,100

339,430

0

0

2,800,000

0

13.0%

0 0

22.2%

0
15.9%

0
0

0

14.2%

3,139,430
2,800,000

61,397

0

助成金減

固定資産除却損減

1,600

386

61,762

3,181,156

3,441,869

68,014

0

41,726
19,650

40,000

49,331

育休取得2名

123,145

944,581

0
2,497,288

127,957

2,491,211

3,402,202

74,658

0

260,713

61,764
61,492

0

1,870
52,400
76,636

0
262,773

23,214
4,279

17,366

3,359,780
910,991

2,546,601

269,680
0

0

1,633

52,335
1,597

76,824

増減理由
入居率減

大規模修繕あり（実験棟）

27,975

420,392
283,664

令和1年度

273,819

85,039
29,225

159,697 141,886
278,506

28,354

平成30年度

80,394

433,516

現預金増
実験棟改修資産計上

66,839

実験棟敷金、退職引当金

381,156

66,839

137,568

2,800,000

0

0
0

貸付金

0

0
61,397

0
0

その他（分担金・負担金・出資金等） 0

0

0

0

21.6%
令和1年度

令和1年

1.2%

19.4%

1.2%

令和2年

14.7%

1.1%

増減数

0.1

増減理由

1.6%

平成29年度

19.1%

平成30年度 備　考

育休代替１名減

6,670.8
常勤役員平均報酬(年額)

7,203.6
7 45.1 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
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財務健全性

今後の事業展開の方向

　国内の人口減少が進み、産業を取り巻く環境変化が激しくなるなか、各地で地方創生の重
要な鍵としてｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを位置づけた取り組みがされており、地域経済の活性化と雇用を担う
中小企業の成長や、産業の新陳代謝の原動力となるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の創出・育成が一層重みを増
している。
　当社においては、ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の創出・成長支援や各種専門支援機関とのﾈｯﾄﾜｰｸを一層充実
させ、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染防止対策を講じながら、安全・安心な施設提供と利用企業の確
保、ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業等に対する経営支援を進めていく。具体的には、ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の創出・育成の
ため、基本講座中心の「創業ｽｸｰﾙ」に加えてｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟのためのｽｸｰﾙを開催するほか、その
卒業生から意欲ある優秀な方に小ﾙｰﾑを無償でお使いいただけるﾁｬﾚﾝｼﾞｵﾌｨｽを提供する。ま
た、ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の成長支援については、「つくばｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏｯﾁﾝｸﾞｻｲﾄ(TiiMs）」における提
供情報の充実や会員の増加を図るとともに、「TCIｱﾜｰﾄﾞ」新設等の取組みを通じて、ﾍﾞﾝﾁｬｰ
企業の発掘と当社施設への入居を進めていく。

179

70%

89%

《評価の視点》

３年ごとに中期経営計
画（現在は第３次：平成
３０～令和２年度）を策
定しているなか、毎事業
年度ごとに前年度の実績
を踏まえて事業計画基本
方針及び事業執行計画を
定め、事業を推進してい
る。
また、計画の進捗管理も
月１回の調整会議で定期
的に行い、計画の達成に
努めている。

効率性
業務の適正を確保す

るため、各種社内規定
を整備するとともに、
重 要 事 項等 は常 務会
で、ﾘｽｸ管理等はｺﾝﾌﾟﾗｲ
ｱﾝｽ委員会で十分に審議
し、適正な執行に努め
ている。
労務面では産休・育休
取得者の代替要員を派
遣 社 員 で確 保し たほ
か、残業抑制にも取り
組んでいる。
情報公開面では、事業
計画基本方針・決算公
告の内容をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに
開示し、透明性を確保
している。

組織運営健全性

組織、人事、財務等の内部管理
体制が適切に整備･運用され、か
つ情報公開による透明性の確保
が適切か

経営目的、経営方針が各種計画
に反映され、計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

施設提供事業では、
遊休床の収益施設への
転用を進めつつ、毎年
施設管理に係る経費を
精査して、低ｺｽﾄｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝに取り組んでいる。
また、受託・補助事業
の増減に応じて契約社
員も増減させ、柔軟で
効率的な業務運営に努
めている。

２５期連続して黒字経
営を確保し、自己資本比
率は高い水準を維持して
いる。

法人の財務体質が健全である
か、また、各事業の採算性がと
れているか

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

47 92%

財務健全性

得点率

100%

100%

100%

19

評点

20

計画性

10

9

14 20

企業会計用

株式会社つくば研究支援センター

警　戒　指　標

満点

20

20208

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9991

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

2020

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

産学官連携のもと、つ
くばの研究開発の成果を
活用して、新産業・新事
業創出の拠点づくりを目
指し、施設提供事業やﾍﾞ
ﾝﾁｬｰ企業・地域の中小企
業等の支援に積極的に取
り組んでおり、当初の設
立目的に適合している。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健

全性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

目的適合性 財務健全性
　ベンチャー企業等に対
する施設提供事業や、中
小企業の成長分野等への
進出を促進するための産
学官連携事業など、つく
ばの研究シーズを活用し
新事業・新産業の創出・
育成を図り、本県産業の
活性化に寄与するという
目的に合致した事業を実
施している。

　中期経営計画（平成
３０年度～令和２年度）
により計画的な経営を
行っている。また、社会
情勢や前年度実績等を踏
まえ、毎年度の経営方針
や事業計画を見直すな
ど、適切な業務執行に努
めている。

　内部統制に関する基
本方針を独自に定める
など、コンプライアン
ス経営に積極的に取り
組んでいる。また、毎
年度，事業計画基本方
針や決算公告をホーム
ページに掲載するな
ど、情報公開について
も積極的に取り組んで
いる。

　施設提供事業では、
毎年施設管理に関する
経費を見直すととも
に、受託・補助事業で
は、業務量の変化に応
じ柔軟に人員体制を見
直すなど、効率的な事
業運営に努めている。
　引き続き、組織全体
で高いコスト意識を持
ち効率的に事業を展開
するよう求めていく。

　２５期連続で黒字決算
を達成するなど、財務の
健全性は十分に保たれて
いる。引き続き、黒字経
営を維持するため，施設
提供事業における入居率
の維持・向上、新規受託
事業等の獲得、経費削減
等に努めるよう求めてい
く。

ｾﾐﾅｰ・交流会参加人数

R2目標値単位 H29実績

計画性

健
全
性

自己資本比率 ％

1,584

組織運営健全性

指　　標　　名 H30実績

法人担当課の意見

R1目標値 R1実績 達成度(%)

［経営目標］

区分

・産業構造の変化やＴＸ沿線の競合施設の増加など厳しい経営環境にあって、長期視点を持
ち経営力・組織力・施設力の向上に取組み、２５期連続で黒字決算を行っていることを高く
評価している。
・国が策定した「未来投資戦略」において、重要な戦略と位置付けられているベンチャー企
業の創出・育成を図るため、当該法人がこれまでに培った支援実績やノウハウを活かし、国
や県、各支援機関との連携の下、引き続き積極的な事業を展開することを期待している。

効率性

取組みを強化すべき視点 目的適合性

1,8001,8001,745 98.8%1,778人

経
営
目
標

93.492.0

組織運営健全性

93.0 92.4 99.4% 93.0

29.0

総合的所見等
に係る対応

　引き続き新たな入居企業の発掘・確保を積極的に進めるとともに、計画的な施設
修繕を行い、入居企業のニーズに応じた良好なオフィス環境を提供できるよう指導
していく。
　また、大学や研究機関をはじめとするＴＣＩサポートパートナーとの連携を深
め、ベンチャー企業の創出・育成や新事業の創出等を推進するとともに、県内の各
産業支援機関と情報共有を図り、それぞれの強みを活かしながら、より効果的に中
小企業支援に取り組んでいくよう指導していく。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　令和元年度は、大口テナント退去等により、売上高は４２０百万円（前期差１３
百万円減）、当期純利益は４２百万円（前期差８百万円減）となった。
　施設提供事業については、利用者のニーズを反映した施設設備の維持管理を行
い、良好なオフィス環境を提供することにより、引き続き、高い入居率の維持に努
められたい。
　 ベンチャー支援事業については、関係機関と連携し、質の高い多様な支援によ
り、つくば発ベンチャー企業の創出・育成を推進されたい。
　また、県全体の産業活性化を図るため、（公財）いばらき中小企業グローバル推
進機構や（株）ひたちなかテクノセンターなど、県内中小企業支援機関との連携を
より一層強化されたい。

％ 99.0

29.0

96.1

17.030.0 100.0%

平均目標達成度

事
業
成
果

99.5%

90.0 100.0% 90.0

研修室の稼働率 ％ 27.2

入居率効
率
性

97.7

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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